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第２期中期目標期間第２期中期目標期間

第２期中期目標（前文）
○ イノベーション創出を指向した研究開発
の推進

○ イノベーション創出を促進する基盤整備
に重点化

第２期中期計画（前文）
○わが国のイノベーション創出の源泉とな
る知識の創出から研究成果の社会・国
民への還元までを総合的に推進

○その基盤となる科学技術情報の提供、
科学技術に関する理解増進活動、戦略
的国際活動等を推進

○科学技術基本計画（平成23年8月19日閣議決定）

○厳しい財政状況の下、事業仕分け等を通じて、ガバ
ナンス強化や事業運営の効率化が求められている。

○東日本大震災を受けて、我が国の科学技術の総力
を結集し、復旧・復興に貢献することが求められてい
る。

国の基本政策の動向国の基本政策の動向

◇今後の科学技術政策の基本方針
①「科学技術イノベーション政策」の一体的展開

・ 「課題達成のために科学技術を戦略的に活用し、
その成果の社会への還元を一層促進」

②「人材とそれを支える組織の役割」の一層の重視
③「社会とともに創り進める政策」の実現

事業見直しの方向性事業見直しの方向性

○科学技術イノベーション創出の推進
ＪＳＴの強み、外部人材や研究機関等のリソースを活用し、オープンイノ
ベーションを活かして基礎研究から企業化開発まで総合的に展開

○科学技術イノベーション創出のための科学技術基盤の形成
知識インフラ・・・民間企業との連携を進めることで、科学技術情報の幅

広い活用を促進
人材インフラ・・・「伸びる子を伸ばす」施策と「科学技術教育能力を向上

させる」施策に重点化
コミュニケーションイ ンフラ・・・自ら対話活動を推進するだけでなく外部

の科学者によるアウトリーチ活動を促進

○JSTの持つ強み（柔軟性、専門性、つなぐ力）を磨き、最大限活用

○効率的な業務運営の継続

○東日本大震災からの復旧・復興への貢献

○事業の２本
柱への再構
築及び事業
間の連携強
化

業務実績評価等業務実績評価等

業務実績評価

○イノベーション創出の隘路解消に向けて、産学の対話の場を設けるとともに、その連携の領
域を基礎研究まで拡大させていくべき。

○科学技術に才能を有する子どもたちが、切磋琢磨しながら、その才能を伸ばしていく機会を
提供するべき。

○双方向対話を行う科学技術コミュニケーションの促進の重要性がうたわれる中、機構としてこ
れまで行ってきた各種事業の総合的成果及び課題を検証するとともに、今後機構として重点
を置いて進めていくべき取り組みを戦略的に検討・実施していくことが必要である。

○ＪＳＴの強みである「柔軟性」、「専門性」、「つなぐ力」を活かした活動を一層強化していくこと。

戦略的創造研究推進事業 国際的総合評価

○JSTが「バーチャルインスティテュート」方式により、機動的かつ柔軟に事業を運営する現在の
やり方を維持していくことを心より勧めたい。

JST文献情報提供事業のあり方に関わる有識者会議
○JSTが持つ強みと民間活力を活かした連携により我が国の知識プラットフォーム（イン
フラ）構築に貢献せよ。

第３期中期目標に向けた事業の見直しのポイント第３期中期目標に向けた事業の見直しのポイント
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事務及び事業の見直しに係る当初案事務及び事業の見直しに係る当初案

・事業の再編や廃止
地域イノベーション創出総合支援事業の廃止（H21年度予算額116億
円）、理科支援員等配置事業の廃止（H21年度予算額25億円）を決定

・競争的資金制度の大括り化
12制度（H21年度） →6制度（H22年度）→3制度（H23年度)

・科学技術文献情報提供事業
H21年度に単年度黒字化を達成。事業仕分け第2弾において「事業の
実施は民間の判断に任せる」とされたことから、平成23年度中に引受
け手となる事業者の選定を開始し、平成24年度中に民間事業者による
サービスを実施

・日本科学未来館
事業仕分け第1弾における、「科学技術広報財団への委託について再

考すべき」、「二重構造の解消によるコスト削減」等のコメントを踏まえ、
同財団への委託を取りやめ、平成22年10月から直轄運営

・「予算執行管理委員会」を設置し、毎年
度の予算の執行状況の把握や改善によ
る計画的な執行管理を実施

・JST長期ビジョンの策定による長期的な
ミッションの明確化

・外部委員会による指摘・助言等の経営
や業務への反映

・随意契約の大幅な削減
3,405件、265億円（H18年度）→224件、25億円（H22年度）

・一般管理費（人件費を含み公租公課をのぞく）
29億円（H18年度）→27億円（H22年度）

・人件費 59億円（H17年度）→54億円（H22年度）
・文献情報提供業務以外の業務にかかる事業費（競争的資金を除く）

257億円（H18年度）→231億円（H22年度）

・茅野研修施設、南青山宿舎 → 売却済
・伊東研修施設 → 売却手続中
・東京の事務所の集約化（7事務所→2事
務所 H23年度中に完了予定 賃料
△1.6億円見込み）

・上野事務所→H23年度中に国庫納付予
定

・海外事務所（4カ所中3カ所）については
他機関の事務所との共用化を実施

・イノベーションプラザ等の自治体等への
移管等について自治体と交渉中。

・イノベーションブランチ岐阜・三重を廃止

○経費の効率化○経費の効率化

○ガバナンスの強化○ガバナンスの強化

○一般管理費等の削減○一般管理費等の削減

○保有資産等の見直し○保有資産等の見直し○事務・事業の見直し○事務・事業の見直し
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新技術の創出に資する研究

新技術の企業化開発

科学技術情報の流通促進

科学技術に関する知識の普及、
国民の関心・理解の増進

科学技術に関する
研究開発に係る交流・支援

第３期中期目標期間
（H24～H28）

第２期中期目標期間
（H19～H23)

科学技術イノベーション創出の推進科学技術イノベーション創出の推進

科学技術イノベーション創出のための
科学技術基盤の形成

科学技術イノベーション創出のための
科学技術基盤の形成

新技術の創出と企業化開発を一体的に運営することにより、
JSTの持つ強みを一層強化し、外部リソースを活用して、オー

プンに基礎研究から成果の企業化まで総合的に展開する
「バーチャル・ネットワーク型研究所」として、新たな価値を創
造すると共に、その成果をシームレスに社会に還元する。

例） イノベーションシーズの創出（戦略的創造研究推進事業）
↓

企業化に向けたシームレスな支援（研究成果展開事業）
↓

国民生活への還元

【「知識インフラ」の構築】

科学技術イノベーションの創出のための研究基盤の整備として、
科学技術情報の整備や流通を促進。
【「人材インフラ」の構築】

「伸びる子を伸ばす」施策と「科学技術教育能力を向上させる」
施策を通じた優れた才能を有する次世代人材の育成
【「コミュニケーションインフラ」の構築】

双方向の対話活動の推進、科学者によるアウトリーチ活動の
促進、日本科学未来館などの場の運営・提供、人材の育成など
を一層推進。

事業間の連携の強化
自らの研究活動の内容や成果の発信によって得られ
たノウハウの「科学技術イノベーション創出のための
科学技術基盤の形成」に対するフィードバックなど

・戦略的創造研究推進事業

・低炭素社会実現のための社会シナリオ研究
事業 等

・研究成果展開事業
・知財活用支援事業 等

・科学技術情報連携活用推進事業
・電子情報発信・流通促進事業 等

・戦略的国際科学技術協力推進事業
・国際科学技術共同研究推進事業 等

・スーパーサイエンスハイスクール支援事業
・サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト
・日本科学未来館事業 等

見直し後の事業の全体像見直し後の事業の全体像

事業間の縦割り
を打破し、シー
ムレスに実施
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（参考）
第2期中期目標期間中の代表的な成果
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【新技術の創出に資する研究】

課題達成型基礎研究により優れた研究成果を創出

【代表的な成果】

・数多くの独創的で画期的な研究成果を創出

・さらに研究を加速するためにJSTは関連する新たな領域設定やプロジェクトの立ち上げ

19年度から22年度までの論文数、口頭発表件数 論文数 19,841件、口頭発表件数 65,729件

再生医療・創薬・診断に大
変革 iPS細胞の樹立成功

京都大学 山中教授

・倫理的問題や拒絶反応のない細胞

・移植治療の実現に大きく貢献

・有効で安全な薬物の探索に大きく貢献。

・サイエンス誌２００７年第２位＊、
関連トピックス２００８年第１位＊

・ローマ法王、米大統領も注目

（＊サイエンス誌Ｂｒｅａｋｔｈｒｏｕｇｈ of the year）

マテリアルの「新大陸」発見
鉄系高温超伝導体

東京工業大学 細野教授

・未開拓の物質系に秘められた新機能を
発掘

・新タイプの高温超伝導物質を発見

・２００７－２００８年の最も注目を集め
た研究成果（論文被引用数第１位）＊１

・サイエンス誌２００８年第４位＊２
＊１ Thomson Reuters プレスリリース
＊２ サイエンス誌Ｂｒｅａｋｔｈｒｏｕｇｈ of the year

超大容量ハードディスクを可
能に

産総研 湯浅研究ｾﾝﾀｰ長

結晶MgO障壁を用いた従来に比べ格段に
高性能なTMR素子を開発（下グラフ）

･2007年に実用化し、2008年度に世界で出
荷されたハードディスク5.3億台のうち98%
で本技術が利用され、部品（磁気ヘッド）の
世界市場規模は7220億円であった。
･MRAMの世界市場規模は約400億円
（2014年予想）
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【新技術の創出に資する研究】

から【新技術の企業化開発へ】

【新技術の企業化開発】
大学・公的研究機関にて創出された、優れた研究成果の社会還元に寄与

【代表的な成果】

塗るだけで高効率の有機
薄膜太陽電池

東京大学 中村栄一教授

有機分子の分子構造をデザインすると
ともに、ナノスケールの積層構造を制
御することで、塗布型の有機薄膜太
陽電池の作製に成功。

･本技術をもとに、三菱化学との共同
研究を強力に推進。2011年7月には、

光を電気に変換する効率が実用化レ
ベルの10％を超えるまでになったと
発表。

･ＥＲＡＴＯの成果を、2009年度から
研究成果展開事業（戦略的イノベー
ション創出推進）で研究開発を実施。

･現在の太陽電池市場は2~3兆円。

2030年には13兆円を超えるとの試算。

樹木残材から抽出した精油
で、ＮＯ２、ＳＯ２等の環境汚
染物質を無害化

日本かおり研究所
＆（独）森林総研 等

・トドマツの枝葉から抽出した精油・精水を
使い、人体や自然環境に悪影響を及ぼす
空気中のNO2を低減させる技術を開発

・未利用枝葉から精油、精水を抽出する革
新的技術の開発

・2011年9月にエステーグループが本技術
を新ビジネス化。

・ライセンス料も含め初年度に３億円、５年
後には５０億円の売り上げ を目指す。

・消臭・芳香剤の国内市場規模は約６００億
円で、「毎年２桁近く伸びている成長市場」。

新たなＸ線医用診断機器を
開発

東京大学 百生敦准教授＆
コニカミノルタエムジー

タルボ・ロー干渉法によりＸ線の位相情報に
よりコントラストを作る。

・従来見えない、軟骨や繊維等まで写すこと
ができる。

・関節リウマチなどの関節疾患、乳ガン等を
従来に無い精度と信頼性で診断できる。

三菱化学が開発の有機薄膜太陽電池
（日刊工業新聞HPより）

・事業開始以来の実施料累計：195億円
実施料率3％で換算すると・・・約6,513億円の売上（市場効果）

・ＪＳＴ事業の成果を元にしてH9年以降設立されたベンチャー数：263社
（平成22年11月末調査）

・新技術説明会・・延べ聴講者数約17万人(H22年度)、
マッチング率約21%

Ｘ線格子干渉計装置で得ら
れる親指の画像（右上：微分
位相画像、右下：散乱画像）。
腱や軟骨など、従来法（上：
吸収画像）では撮影できない
組織が描画されている。

従来法
（吸収画像）

微分位相画像

散乱画像
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【科学技術情報の流通促進】

情報を蓄積し、イノベーション創出を支える
我が国最大の科学技術情報インフラを整
備

【代表的な成果】

・オールジャパンの様々な科学技術情報を
効率的につなぎ、新たな発想の展開を支
援するシステム（科学技術総合リンクセン
ター：J-GLOBAL）を整備。

・文献情報提供サービスについては、理工
系国立大学の約100％、東証一部上場企
業の70％以上（文献情報の利用需要の乏
しい業種を除く）の利用を獲得 。

【科学コミュニケーションの推進】

社会全体の科学リテラシーの共有を促進す
るとともに、将来の科学技術イノベーション
を担う人材を育成

【代表的な成果】

・スーパーサイエンスハイスクール（SSH）支
援事業

・145校実施（H23年度） 、SSH活動の主対
象生徒 約47,000人（H23年度計画値）

・ＳＳＨの成果を広く拡大する取組として、平
成22年度よりコアSSH（地域の中核的拠点
形成等）を開始

（「地域の中核的拠点形成」プログラムでは、
SSH中核拠点校を中心
としてSSH指定校以外
を巻き込んだ取り組
みを実施）

・理系大学生の大学院
進学率は約35％である
のに対し、SSH卒業生
の大学院進学率は約63％

・国際科学技術コンテスト支援事業

平成23年度国際科学オリンピック

日本代表生徒成績

金メダル10
銀メダル11
銅メダル2
（数学・化学・生物学・

物理・情報の5教科）

「科学技術総合
リンクセンター」
のコンセプト

SSH

国際科学オリンピック

・研究者や文献、特許、研究課題など9種類の基本

情報を登載（特に、研究者情報については国内の
大学・研究所に所属する約20万人の情報）

・これらの基本情報を相互につなげるだけでなく、外
部のWebサイトとも連携。関連情報を簡単に入手。

・類似検索機能が充実しており、類似する研究者や
文献、特許、研究課題などを芋づる式に検索でき、
関連情報を調べられる。（利用者の声）

【国際的な科学技術研究協力の推進・
支援】

国際科学技術協力を推進するための基盤の
強化とともに科学技術外交の強化に貢献

【代表的な成果】

＜代表的な研究成果＞

・日本－スウェーデン研究交流プロジェクトに
おいて、 DNAの複製が染色体の大きさに依

存した方法で行われていることを明らかにし、
ネイチャー誌に掲載。本成果は新たな制が
ん剤の創薬プロセスへの貢献が期待される。

・ 日本－インドネシア共同研究プロジェクト

において、プレート境界地震とプレート内地
震の同時発生例を発見し、日本近海など

他の国でも発

生し得るとした

共著論文がネ

イチャー誌に

掲載
（研究の様子→）

これらの成果は、両国の研究チームが協働
して取り組むことで達成されたものである。

＜科学技術外交上の成果＞

・各国要人や政府間・国際会議の場におい
て当該各事業が認知され、科学技術外交上
のわが国のプレゼンスの飛躍的向上に貢献。

・国際共同研究・研究交流事業などを通じて
築いた海外のファンディングエージェンシー
との関係を活かし、東日本大震災直後に立
ち上げたＪ－ＲＡＰＩＤに対し、協力し密な連
携を行うことにより、震災に係る研究・調査
への国際共同支援を短期間で実現。 8


